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講演 ・ 会 議 等 (P1< て ) 
P1 「 第 2 回 FinCity Global Forum」 に お ける 赤澤 副 大 臣 の 挨拶 に つい て 
政策 解説 コー ナー  (P4 ぐ ) 
P4 「 第 2 回 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム の 開催 ] に つい て 
総合 政策 局 総務 課 国際 室 国際 協力 調整 官 高島 さや 香 
中 国 金融 専門 調査 員 小西 達矢 





P5 人 金融 審議 会 「 市 場 制 度 ワ ー キ ング ・ グ ルー プ 第 一 次 報告 ]」 の 主 お ボイン ト 
企画 市 場 局 市 場 課長 太田 原 和 房 





お 知ら せ (P7< ぐ ) 

P7 市 場 へ の メッ セー ジ ( 令 和 3 年 2 月 24 日 ) 

P9 金融 庁 の 改革 に つい て 

P10 銀行 を ご 利用 の お 客 様 へ 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 を 防ぐ た め の お 願い ー 
先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み (P11) 





どど オン ライ ン 版 は こち ら か ら fj 


https://www.fsa.qo.jp/access/index.html 
金融 庁 








[第 2 回 FinCity Global Forum]」 に お ける 


赤澤 副 大 臣 の 挨拶 に つい て 





令 和 3 年 2 月 2 日 ( 火 ) 、 MMS 





























京 国際 金融 機構 (FinCity.Tokyo) の 共催 に よる 
シン ポジ ウム 「 第 2 回 FinCity Global CC ~ 
ポス トコ ロナ に お ける 東京 の 国際 金融 都市 と し て 
の 役割 と 資産 運用 の 未来 OD 
副 大 臣 が ビデ オメ ッ セ ー ジ に より 挨拶 を 行い まし 
だ 


本 稿 で は 、 赤 澤 副 大 臣 の 挨拶 の 内 容 を ご 紹介 い 
GU ま 9 IA お 2 ォ ラム の 棋 欄 は 目 夫 経 衣 
me2 Di 人 R 2 の ml ます 














皆様 、 こ ん に ち は 。 金融 担当 副 大 臣 の 赤澤 亮 正 
で す 。 この度 は 、「FinCity Global Forum」 に お 
いて 、 講 演 の 機会 を 頂き まし て 、 誠 に あり が と う 
SC 


2N 目 MMN コン ラク 昌 貼 NO 人 0 お 
り ま す が 、 そ う で ある か ら こ そ 、 物 理 的 な 距離 の 
壁 を 乗り 越え 、 多 く の 関 係 者 の 方 々 に ご 視聴 いた 
SE 月 B(S7RSIeINUYEdG 放 条 12 回 2 
イル ス 感 染 SE RN 
し た 形式 に より 、 本 ア ォ ー ラ ム が 盛 夫 に 開催 きれ 
eS NN より 5 選び ひま 9 


開催 に 当たり まし て 、 資 産 運 用 業 に 対す る 期待 
や 資産 運用 高度 化 に 向け た 金融 庁 の 取組 み に つ い 
iC お 詰 さ きせ で いた だ さき ます 。 


2 目 IO ジェ キン タク つ UM 説 用 きせ くり いこ だ 
きま す 。 ま ず 、 資 産 運 用 業 の 役割 に 触れ た 後 、 家 
計 金融 資産 の 推移 を 見 て いき た いと 思い ます 。 そ 
し て 、 資 産 運 用 業 の 現状 と 課題 を ご 説明 し 、 最 後 
に 金融 庁 と し て の 対応 の 方 向 性 に つい て お 話し た 
EN 
























































































































































図 1 を ご 覧 くだ さい 。 金 融資 本 市 場 を 通じ た 企 
業 ・ 68 こ 、 家 計 の 安定 的 
な 資産 形成 を 実現 し て いく た め に は 、 人 金融 商品 の 












































































































































る 役割 を 果たし 、 企 業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 
家計 に も た ら す と いう 資金 の 好 循 環 を 実現 する こ 
と が 重要 で す 。 


イン ベス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 各 参 加 者 の 中 で 
も 、 そ の 中 核 と も 言え る 資産 運用 業 の 役割 は 極め 
て 重要 で あり 、 後 ほど ご 説明 する 通り 、 こ れ か ら 
大 き な 成 長 が 期待 で きる 産業 で ある と 思い ます 。 







































































( 図 1) 国民 の 安定 的 な 資産 形成 と 資産 運用 業 の 役割 


1. 国民 の 安定 的 な 資産 形成 と 資産 運用 業 の 役割 
































@ 企業 ・ 経 済 の 持続 的 な 成長 と 、 国 民 の 安定 的 な 資産 形成 を 実現 し て いく に あたっ て は 、 イ ン ベ ス トメント ・ チ ェ ー 
ン の 各 参 加 者 が 求め られ る 役割 を 果たし 、 企 業 価値 の 向上 と 収益 の 果実 を 家計 に も た ら す と いう 資金 の 好 循 
環 を 実現 する こと が 重要 。 各 参加 者 の 中 で も 、 資 産 運用 業 の 役割 は 極め て 重要 で ある 。 

e 金融 庁 で は 、 資 産 運 用 業 の 高度 化 に 向け て 、 資 産 運 用 会 社 と 対話 を 行う と と も に 、 新 規 参入 に 関す る 取組 み 
を 進め て きた 。 新規 参入 の 円 滑 化 は 、 世 界 の 国際 金融 セン ター と し て の 地位 を 確立 し て いく 上 で も 重要 。 











家計 の 販売 会 社 に よる 
a a 


| 金融 資本 市 場 の 
機能: 移 カ 向上 





NAN チェ ー ジ (: trie 顧客 ・ 受 益 者 か ら 投資 先 企業 へ 投資 が な され 、 そ の 価値 向上 に 伴う 配当 等 
が 家計 に 還元 され る 一 連 の 流れ を | 





また 、 金融 庁 で は 、 資 産 運 用 業 の 高度 化 に 向け 
て 、 資 産 運用 会 社 と 対話 を 行う と と も に 、 新 規 参 
入 を 促進 する た め の 取 組み を 進め て きま し た 。 高 
度 な 専門 性 を も っ た 海外 の 資産 運用 会 社 等 の 参入 
の 円 滑 化 は 、 日 本 が 世界 の 国際 金融 セン ター と し 
て の 地位 を 確立 し て いく 上 で も 重要 で あり 、 本 年 

























































































販売 を 行う 証券 会 社 や 銀行 i 年 金 な どの 1 月 12 日 に 5 登録 の 事前 相談 か ら 登 録 審査 ・ 監 
ZN 2 eeN 金融 ・ 資 本 市 音 ま で を 英語 に より ワン スト ッ プ で 行う 「 拠 点 開 
坦 、 投 資 対 象 と な る 企業 に お ける 投資 資金 の 一 連 設 サ ポー ト オ フ ィ ス 」 を 設置 する な ど 、 体 制 強化 
の 流れ を イン ベス ドン メン トチ ェ ー ン と 捉え 1 に 取り 組ん で いま す 。 
ン ベ ス トメ ント ・ チ ェ ー ン の 各 参 加 者 が 求め られ 
※1 日 本 経済 新聞 社 ウ ェ ブ サイ ト 

第 2 回 FinCity Global Forum ポス トコ ロナ に お ける 東京 の 国際 金融 都市 と し て の 役割 と 資産 運用 の 未来 ~ : 





https://channel.nikkei.co.jp/e/fincity2 


























な お 、 本 日 は 、 資 産 運 用 業 に つい て お 話さ せ て 
いた だ きま す が 、 人 金融 庁 で は 、 イ ン ベ ス トメ ン 
ト ・ チ ェ ー ン の 各 段 階 に つい て 、 様 々 な 施策 に 取 
り 組 ん で お り ま す 。 

次 に 、 家 計 金 融資 産 の 推移 に つい て 見 て いき た 
いと 思い ます 。 約 1.900 兆 円 の 我が国 金融 資産 の 
うち 、53% を 占め る 約 1.000 兆 円 が 、 現 預金 に 留 
まっ て お り 、 米 国 や 英国 の 状況 と は 大 きく 異な っ 
いま の まだ 返信 の 推移 を み < で も 秋 が 国 に 
お ける 現 預 金 優位 の 状況 は 大 きく 変わ っ て いま せ 
ん 。 


家計 金融 資産 の 推移 に つい て 、1999 年 か ら の 20 
和合 見 る と 還 に 英 回 では くれ で 人 0 ンク 回 の 
家計 金融 資産 は 2.8 倍 、2.2 倍 へ と 伸び て いま す が 、 
生 林 III 僅 還 閉まり 自 県 1C ) 
産 運 用 に よる リタ ー ン が 、 米 国 ・ 英 国 で は 、 そ れ 
022 昌 全 1(e222 の 0 520 0 目 8 の LU 千 
CA 二 lNGUD2OI の 
す 。 

こう し た 家計 金融 資産 の 状況 を 踏ま える と 、 各 
資産 運用 会 社 に お か れ て は 、 運 用 力 の 強化 に より 、 
中 長期 的 に 良好 で 持続 可能 な 運用 成果 を 上 げ る こ 
と を 通じ 、 家 計 の 安定 的 な 資産 形成 に 貢献 する と 
いう 大 き な 役 割 が 期待 され ます 。 ま た 同時 に 、1 
産 運用 業 に は 潜在 的 な 成長 の 余地 が 大 きい こと を 
示唆 し て お り 、 顧 客 の 支持 ・ 信 頼 を 獲得 する こと 
で 、 各 資産 運用 会 社 の 収益 基盤 を 更に 強固 に し て 
いく こと も 期待 され ます 。 

こう し た 資産 運用 業界 に つい て 、 そ の 成長 を 後 
押し し て いく た め 、 金 融 庁 で は 、 昨 年 6 月 、「1 
産 運 用 業 高度 化 プ ログ レス レポ ー ト 2020」 ※2 を 
公表 し 、 資 産 運 用 業 の 現状 と 課題 や 、 今 後 の 対応 
の WUG 人 を ENUO 7 





























































































































































































































































































































































































































本 レポ ー ト の 概要 を ご 説明 し た いと 思い ます 。 
まず 、 日 本 の 資産 運用 業界 の 現状 に つい て 、 


・ 日 本 の 公募 投資 信託 市 場 の 純資産 残高 の 推移 を 
みる と 、 目 銀 に よる 町 F の 買 入 分 を 除け ば 、 こ 
の 間 、 株 式 市 場 が 比較 的 堅調 で あっ た に も か か 
わら ず 、 横 ば ぱ ば い が 継 続 し て いま す 。 

・ また 、 米 国 の 投信 市 場 の 残高 と 比較 する と 、 日 
# ま SI 上 の 引 内 人 の で (65206 の 91 し 
の 規模 に 留まっ て いま す 。 
この よう に 、 公 募 投 信 市 場 の 純資産 残高 が 伸び 

悩み 、 顧 客 の 支持 が 十分 に 得 ら れ て いな い 背 景 の 


























































































































※2 令 和 2 年 6 月 19 日 公表 、「『 資 産 運 














ー つ と し て 、 パ フォ ー マ ン ス が 低く な り が ちな 少 
額 投 信 が 多い と の 指摘 が あり ます 。 


日 本 の 公募 投信 の 約 40% は 、 資 産 規 模 が 10 億 円 
未満 の 小 規模 な も の と な っ て いま す 。 ま た 、 小 規 
模 な 投信 ほど パフ ォ ー マ ンス が 相対 的 に 低く 、 か 
つ 、 少 額 投信 の 大 半 が 、 運 営 コ スト を 超え る だ け 
の 運用 報酬 を 得 ら れ て いな い 可 能 性 が あり ます 。 


プロ グレ スレ ポー ト に お いて 、 従 来 、 日 本 で は 
手続 の 負担 等 か ら フ ァ ン ド の 償還 ・ 併 合 が 十分 に 
件 ん で こ 六 が た こと に ほ 彫 し で 、 ヨ ヨコ 及 トド ご 見 谷 紀 
な い 不 採算 ファ ンド や 、 中 長期 的 に パフ ォ ー マ ン 
ス が 悪化 し て いる な ど 顧 客 利益 に 資 さ な い フ ァ ン 
ド の 償還 ・ 併 合 を 進め る こと が 重要 で あり 、 資 産 
運用 会 社 と と も に 、 販 売 会 社 に お ける 協力 が 必須 
で ある 点 を 指摘 し て いま す 。 


金融 庁 と し て の 対応 の 方 向 性 に つい て ご 説明 し 
ます 図 2 を ご 覧 くだ さい 。 ます 資産 運用 会 社 
が 運用 力 の 強化 な ど を 実現 し て いく た め の 取 組み 
を 後押し する た め 、 次 の 4 点 の 課題 に つい て 、 各 
社 と の 対話 を 継続 し て いき ます 。 
























































































































































( 図 2 ) 対応 の 方 向 性 
(1 ) 今後 の 運用 会 社 と の 対話 の ポイ ント 
































親会社 ・ グ ルー プ 会 社 
顧客 利益 が 最 優先 され る べき 資産 運用 
ビジ ネス に 対 理解 と 、 運 用 高度 化 に 
人 Tui 3 目指 す 次 ・ 強 み の 明確 化 と 、 そ の 

実現 に 向け た 具体 的 な 取組 み の 
推進 
顧客 利益 の 観点 か ら の 、 経 営 陣 に 対す る 自社 の 理念 ・ 哲 学 に 沿っ た 目指 す 姿 ・ 
傘下 上 機能 の 発 提 
目指 す 次 の 実現 に 向け た グル ー プ ー 
体 で の 取 # 推進 


(2) 資産 運用 ビジ ネス に 知見 の ある 経営 陣 

に よる 願 客 利 益 最 優先 ・ 長 期 視点 で の 運 

用 を 重視 し た 経営 を 行う た め の 経営 体制 

運用 実務 や 運用 ビジ ネス 経験 の 豊富 な プ 

口 の 経営 者 等 の 確保 

中 長期 的 な 運用 成果 を 追求 し て いく た め 対象 と する 顧客 層 を 踏ま えて 

の 継続 性 ある 経営 体制 の 確立 成 を 行う た め の プ ロダ ク ジ 


各部 門 
(運用 部 門 、 営 業 部 門 、 
商品 開発 部 門 等 





1 点 目 は 、 経 営 や ファ ンド 管理 に 対す る 顧客 利 
益 の 観点 か ら の ガバ ナン ス 体 制 の 構築 で す 。 特 に 
日 本 で は 資産 運用 会 社 が 金融 グル ー プ に 属す る こ 
と が 多く 、 資 産 運 用 会 社 が 改革 を 進め て いく に は 
親会社 の 理解 や 協力 が 不可 欠 で す 。 グ ルー プ と し 
て 運用 の 高度 化 に 向け た 取組 み に コ ミッ ト す る こ 
と が 重要 で す 。 


2 点 目 は 、 長 期 運 用 の 視点 を 重視 し た 経営 体制 
の 整備 で す 。 資 産 運 用 ビジ ネス に 知見 の ある 経営 
陣 に よる 、 顧 客 利益 を 最 優先 に 考え た 経営 体制 を 
講 築 する こと が 重要 で す 。 









































































































































業 高度 化 プ ログ レス レポ ー ト 2020』 の 公表 に つい て ]」 


https://www_.fsa.go.jp/news/r1/sonota/20200619/20200619.html 





3 点 目 は 、 目 指す 姿 や 強み の 明確 化 で す 。 数 千 
を 数 える 日 本 の 公募 投資 信託 の 中 に は 、 優 れ た 運 
用 成果 を 実現 し て いる ファ ンド も 存在 し て いる と 
承知 し て いま す 。 各社 の 運用 力 が 特に 試さ れる ア 
クティ ブ 運 用 に お いて 、 中 長期 的 に 高い 運用 成果 
を 出せ る よう 自社 の 強み を 明確 に し 、 競 争 力 を 高 
ON の 時 内 (で 


4 点 目 は 、 目 指す 姿 を 実現 する た め の 業 務 運 営 
体制 の 整備 で す 。 顧 客 利益 最 優先 、 運 用 重視 の 視 
点 を 持っ て 、 役 職員 の 評価 ・ 報 酬 制度 の 改善 や 
ファ ンド の 運営 管理 を 徹底 し て いく こと が 重要 で 
すず 2 
資産 運用 会 社 の 皆様 に お か れ ま し て は 、 
うし た 課題 へ の 取組 
大 0 
様 が どの よう に 取り 













































































憎 こ と 
00 
金融 庁 と し て も 、 具 体 的 に 皆 
まれ て いる の か 、 引 き 続 き 、 
対話 を させ て いた だ き 、 優 れ た 取組 み を 後押し す 
る こと で 、 資 産 運 用 の 高度 化 と 資産 運用 業界 の 成 
長 の 実現 に 向け て 共に 歩ん で いき た いと 考え て お 
da 


A その 他 の 取組 み も 
介し 評議 。 図る を ご こ ご 若く だ きい 。 


( 図 3 ) 対応 の 方 向 性 (2 ) その 他 の 施策 


運用 パフ ォ ー マ ンス の 見 える 化 
① 地 域 銀 行 ・ 企 業 年 金 基金 等 の 機関 投資 家 向け の 私 募 投 信 や 投資 一 任 運 用 の 状況 に つい て 調 
査 ・ 分 析 
② 公募 投信 の パフ ォ ー マ ンス 調査 に つい て 、 海 外 投信 の 調査 を 含め て 定例 化し 、 調 査 結果 を 消 
費 者 を 含む 幅広 い 関係 者 に 分 か りや すく 提供 
その 他 の 取組 み 
①PE フ ァ ン ド 等 の オル タナ ティ ブフ ァ ン ド の 役割 、 ま た その 際 に 必要 な 政策 対応 に つい て 検討 
② SDGs・ESG の 日 本 の 資産 運用 業界 へ の 影響 に つい て も 幅広 く 調査 ・ 研 究 



















































































































































































③ イ ン デ ックス ・ プ ロバ イダ ー の 資産 運用 市 場 に お ける 機能 に つい て 調査 ・ 分 析 











【 参 考 】 パ ブリ ッ ク コメ ント の 結果 

・ 製造 者 (資産 運用 会 社 ) の みな ら ず 、 提 供 者 (販売 会 社 ) の 姿勢 に も 焦点 を 当て る こと が 重要 

・ 顧客 利益 を 最 優先 し 、 長 期 視点 の 運用 ・ 経 営 を 実践 する に は 、 運 用 哲学 ・ 企 業 文化 の 浸透 ・ 定 着 が 重 
・ 専門 家 が 能力 を 発揮 し や すい プロ フェ ッ シ ョ ナル ・ フ ァ ー ム 型 へ 転換 する こと が 必要 

・ 少額 投信 の 整理 を 進め る に は 、 何 ら か の 施策 が 必要 で は な いか 

・ 顧客 が 負担 する 各種 手数 料 の 明細 を 透明 化し た うえ で 分 析 を 行う べき 








更に 調査 ・ 分 析 や 資産 運用 会 社 等 と の 対話 を 進め 、 資 産 運用 業 高度 化 の 進捗 等 に つい て の 
レポ ー ト を 2021 年 夏 ま で に 作成 


























































































































プロ グレ スレ ポー ト は 、 主 に 個人 投資 家 向 け の 
公募 投信 の 現状 と いう 側面 か ら 整 理 し た も の で す 
が 、 機 関 投資 家 向 け の 私 募 投信 や 投資 一 任 運 用 も 
含め た 資産 運用 業 全体 に つい て 、 高 度 化 を 図っ て 
いく 必要 が あり ます 。 

また 、 資 産 運 用 業 の 高度 化 に 向け て は 、 資 産 運 
用 業者 間 の 適切 な 競争 を 促し て いく こ と も 重要 で 
あり 、 公 募 投 信 の パフ ォ ー マ ンス の 「 見 える 化 」 














や 、 新 規 参 入 の 促進 策 等 に つい て 、 取 組み を 推進 
し て いく 必要 が あり まず す 。 





2 に 2 ー ド で の SL Ce 
(人 MS の 信人 08 記 見 を 目 避 また こ 
うし た ご 意見 や 、 調 査 ・ 分 析 、 資 産 運 用 会 社 等 と 
の 対話 を も と に 、 本 年 夏 頃 まで に 、 新 た な レポ ー 
ト を 作成 する 予定 で す 。 
資産 運用 の 高度 化 に 向け 
レポ ー ト の 公表 以降 に 調 
SE 

まず 、 少 額 投信 の 乱立 に も 関連 か る こと で す が 、 
産 運用 会 社 が 、 既 存 の イン デック ス フ ァ ンド の 
言 託 報酬 を 引き 下げ る の で は な く 、 同 一 の ベン チ 
マー ク を 用 いて 信託 報酬 の 低い イン デック ス フ ァ 
ンド の 新 商品 を 複数 組成 する 実態 が 指摘 され て い 
ます 。 結果 と し て 、 同 じ 販 売 会 社 の 商品 ライ ン 
ナッ プ の 中 に 、 同 一 の ベン チマ ー ク に 連動 する こ 
る 目 旧 UI アァ ンド (で あの 0 に も の の か わら 9 
手数 料 水準 の 異な る 複数 の イン デック ス フ ァ ンド 
の 生ま MGUN の 人 の 上 うつ 0 いま の 


一 般 に 、 同 一 の ベン チマ ー ク に 連動 する イン 
デック ス フ ァ ンド の 中 で も 、 設 定 後 の 経過 年 数 が 
長い ファ ンド の 方 が 、 信 託 報 酬 が 高 水準 で ある 傾 
向 が 見 られ ます 。 そ の 結果 、 古 く か ら の 顧客 が 割 
高 な ファ ンド を 保有 し て いる 状況 と な っ て いま す 。 


次 に 、ESG・SDGs へ の 関心 が 高まる 中 、 
ESG・SDGs に 関連 し た アク ティ ブフ ァ ン ド の 組 
SA 

ァ ン ド の 手数 料 は 比較 的 高い 水準 と な っ て お り 、 
銘柄 選定 基準 は 必ず し も 明確 と な っ て いな 
I 金融 庁 と し て 、 
ESG 関 連 フ ァ ン ド に 係る コス ト ・ パ フォ ー マ ン ス 
の 現状 や 、 おう Pe 7 の Pe の こつ 

DGG KU NEe 


最後 に な り ま す が 、 金 融 庁 と し まし て は 、 資 産 
レシ ーーー 見 を 幅広 く お 伺い し て 、 
関係 者 の 皆様 と 本 業界 の 課題 解決 に 向け た 建設 的 
な 意見 交換 を 継続 し て いき た いと 考え て お り ま す 。 
今後 ども 8 力 い た だ きま すう MM ク | くも お 
衣 NeN 旧 記す の 


3 目 NWOU0OU(GDSISOUUN ま II 


意見 募集 を 
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政策 解説 コー ナー 




































































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あや り 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 
金融 庁 は 日 本 証券 業 協会 、 日 本 取引 所 グル ー プ 、 投 資 信託 協会 と と も に 本 年 1 月 25 日 に 、「 第 2 回 日 
中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム 」| を 開催 ま 致 し まし た 。 本稿 で は 、 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム 開 催 の 背景 と 概要 、 
まり ボッ 2 Eo:D7eE 上 クラ クチ MA 98 UGC R 有 用 ま の 






























































ヨ ピ 
1. 背景 


本 フォ ー ラ ム は 2018 年 10 月 、 日 中 首脳 会 談 で の 合意 に 基づき 、 政 府 及 び 市 場 関係 者 に よる 多層 的 な 協 
力 強 化 と 具体 的 な 証券 市 場 協力 を 推進 する た め の プ ラッ ト フ ォ ー ム と し て 日 中 相互 に 開催 され る も の で 
す 。 第 1 回 は 2019 年 4 月 に 上 海 に て 開催 され 、 日 中 証券 市 場 協力 の 強化 や イノ ベー ショ ン と 資本 市 場 の 
役割 に つい て 議論 が 行わ れ た 他 、 日 中 ETF の 相互 上 場 の 早期 実現 に 向け て 、 日 本 取引 所 グル ー プ と 上 海 
証券 取引 所 に よる | 日 中 ETF コ ネ ク テ ィ ビ ティ 構築 に 係る 署名 式 |」 が 行わ れ ま し た 。 第 2 回 は コロ ナ 福 
に より オン ライ ン で の 開催 と な っ た も の の 、 日 中 両国 の 金融 当局 及び 証券 界 の 代表 者 が 参加 し 日 中 資本 
市 場 協力 の 未来 に つい て 議論 を 致し まし た 。 

また 、 当 日 、 日 本 取引 所 グル ー プ と 、 上 海 証券 取引 所 及び 深 基 証券 取引 所 に よる ETF コ ネ ク テ ィ ビ 
ティ 拡大 ・ 強 化 等 の 発表 が あっ た 他 、 日 中 各 証 券 団体 同士 で の 具体 的 な 成果 が 発表 され る 等 、 日 中 証券 
市 場 協力 は 大 きく 前 進 致し まし た 。 


2. ETF コ ネ ク テ ィ ビ ティ の 拡大 ・ 強 化 上 場 投資 信託 (ETF) の 相互 上 場 
中 国 側 日 本 株 へ 投資 日 本 側 
と 国際 2 デシ で eS (まさ し 40 た | 三 し だ の | = ニー 

































































士 海 証券 取引 所 
深 列 証券 取引 所 


— ヾ 一 キモ な ケリー ーー Ni に 上 場 
ティ ビ テ ィ 構 築 に 関す る 覚書 に 基づき 、2019 年 6 月 ・ 叶 s 朗 忠 訂 は 









































25 日 に 日 本 と 中 国 の ETF 相 互 上 場 が 実現 致し まし た 。 [mese | 
日 中 の ETF 運 用 会 社 が ペア と な り 、 日 経 225 や TOPIX、 Eg 





中 国 側 





SSE50、CSI300 等 、 代 表 的 な イン デック ス 商 品 を 中 
心 に 、ETF コ ネ ク テ ィ ビ ティ を 利用 し た ETF が 相互 
に 4 銘柄 ずつ 東京 証券 取引 所 、 上 海 証券 取引 所 に 誕 
生 し て お り ま す 。 日 本 で は これ まで も 中 国 株 ETF が 
上 場 さ れ て いま し た が 、 日 本 株 ETF の 中 国 上 場 は こ |。。。 デ と i 
れ が 初 の 事例 と な り 、 資 本 規制 が 厳し い 中 国 と の 間 aa i | eoe 
泊 国 販 相 邊 還 旨 が 実現 7 こと 引用 貞夫 き 太 上 果 過言 2 まい SAM 2 回 有 ア ォ キー ラド で は 
更 な る 協力 関係 の 強化 の た め 、 日 本 取引 所 グル ー プ は 、 上 海 証券 取引 所 及び 深 区 証券 取引 所 と の 間 で 
「ETF コ ネ ク テ ィ ビ ティ の 構築 ・ 更 な る 発展 に 向け た 覚書 を 締結 し た 」 と の 発表 が あり まし た 。 今回 の 
覚書 の 締結 に よっ て 日 中 ETF の 幅広 い 商 品 チ ャ ネル が 開通 する こと と な り 、 日 本 側 で は 中 国 科 創 板 50 や 
中 国 グ レー ター ベイ エリ ア ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 100ETF が 上 場 承認 され る 等 、 中 国 市 場 へ の アク セス の 利便 
性 が より 一 層 向 上 する こと と な り ま す 。 両国 の クロ ロス ポー ダー 取引 の 活性 化 に 向け て ETF コ ネ ク テ ィ ビ 
ティ の 果たす 役割 は 大 きい も の で ある と 考え て お り 、 引 続き 、 両 国 取 引 所 間 の 協力 関係 が 強化 され て い 
く こ と を 期待 し て お り ま す 。 

3. 最後 に 

近年 、 金 融 関係 者 の 皆様 の ご 尽力 も あり 、 日 中 金融 協力 は 大 きく 前 進 し て まい り ま し た 。 金融 庁 と し 
まし て も 引続き 官民 一 体 と な っ て 日 中 金融 協力 を 推進 する と と も に 、 本 フォ ー ラ ム が 両国 の 具体 的 な 協 
力 を 推進 する プラ ッ ト フ ォ ー ム と な る よう 、 中 国 当局 ・ 市 場 関係 者 と 連携 を 図っ て まい り た いと 思い ま 
Fe 













上 上 海 証券 取引 所 
深 培 証券 取引 所 





2. 中 国 株 ETF を 日 本 に 上 場 
(日 本 っ 中 国 株 へ の 投資 ) 




































































※ 本 年 1 月 26 日 公表 、「 第 2 回 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム の 開催 に つい て 」 : 4 
https://www.fsa.go.jp/inter/etc/20210126/20210125.html 























政策 解説 コー ナー 
















































































(※ 本 稿 に お いて 意見 に 係る 部 分 は 筆者 の 個人 的 見 解 で あり 、 所 属 組織 の 見 解 を 示す も の で は あり ませ ん 。) 


令 和 2 年 12 月 23 日 、 金 融 審議 会 「 市 場 制 度 ソ ー キ ング ・ グ ルー プ 第 一 次 報告 」 (以下 「 本 報告 ] と いい ま 
用 の あく SA0SNU0 NRN ae て の まく 0 ホ ( OS 0 8 9 


1. 経緯 

コロ ナ 後 の 経済 社会 に お いて は 、 我 が 国 の 資本 市 場 が 、 コ ロナ 後 の 実体 経済 の 
の 変革 を 力強く 後押し し て いく こと が 欠か せま せん 。 

また 、 今 般 の コロ ナ 宰 を 含む 国際 経済 社会 の さま ざま な 情勢 の 変化 の 中 で 、 国 際 的 な 金融 ビジ ネス が 分 
散 ・ 再 配置 され て いく こと が 想定 され ます 。 そ の 中 で 、 我 が 国 の 金融 市 場 が 「 国 際 人 金融 セン ター]| と し て の 
機能 の 強化 を 図る こと は 、 国 内 の 雇用 ・ 産 業 の 創出 や 経済 力 向上 の 実現 に 資す る の みな ら ず 、 国 際 的 な リス 
ク 分 散 等 を 通じ て 世界 ・ ア ジア の 金融 市 場 の 強 萌 性 を 高め る こと で 、 我 が 国 が 世界 ・ ア ジア に 対し 、「 国 際 
金融 セン ター」 機能 を 提供 する と の 意義 が ある と 考え られ ます 。 こ うし た 「 国 際 金 融 セ ンタ ー」 の 実現 の た 
め に は 、 海 外 金融 機関 等 、 と り わ け 海 外 の 投資 運用 業者 等 の 受入 れ の た め の 環 境 整備 を 一 層 加 速 さ せる こと 
が 喫緊 の 課題 で す 。 ま た 、 我 が 国 の 金融 機関 と 海外 金融 機関 が 同じ 競争 条件 で 国際 的 な ビジ ネス を 行う こと 
が で きる 環境 を 整備 し て いく こと も 重要 で ある と 考え られ ます 。 

こう し た 背景 を 踏ま は え 、 令 和 2 年 9 月 、 金 融 担 当 大 臣 よ り 、 

「 コ ロナ 後 の 新 た な 経済 社会 を 見 据え 、 我 が 国 資本 市 場 の 一 層 の 機能 発揮 を 通じ た 経済 の 回 復 と 持続 的 な 成 
長 に 向け て 、 投 資 家 保 護 に 配 意 し つつ 、 成 長 資 金 の 供給 、 海 外 金 融 機関 等 の 受入 れ に 係る 制度 整備 、 金 融 

商品 取引 業者 と 銀行 と の 顧客 情報 金融 審議 会 市 場 制度 ワー キン グ ・ グ ルー プ 第 一 次 報告 概要 (2020 年 12 月 23 日 ) 
の 共有 等 に つい て 検討 を 術 う se 」 我が国 資本 市 場 の 「 国 際 金 融 セ ンタ ー」 と し て の 機能 発揮 に 向け 、 以 下 の 制 度 整 備 を 行う 。 


と いう 府 問 が 行わ れ ま し た 。 


の 族 問 を 受 人 (@ 市 場 制度 ワー キン ① 主として 海外 の プロ 投資 家 ( 外 国法 人 や 一 定 の 資産 を 保有 する 外国 居住 の 個人 ) を 顧客 と する ファ ンド の 投資 運用 業者 
② 海外 に お いて 当局 に よる 許認可 等 を 受け 、 海 外 の 顧客 資金 の 運用 実績 が ある 投資 運用 業者 (海外 の 資金 の み 運 用 ) 























復 を 支え つつ 、 産 業 構造 
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グ ・ グ ルー プ (座長 : 神田 秀樹 学 | に っ いて 、 逢 来 な 手続 (選出) に よる 参入 制度 を 創設 (② は 時 限 措置 (3~5 年 程度 ))。 
習 院 大 学 大 学院 法務 研究 科 教 授 ) が ーー 
講 き 約 し 話し 疾 。 投資 運用 業 (登録 制 ) 
本 報告 は 、 当 ワー キン グ ・ グ ルー 生け 投資 運用 業 (登録 制 
プ に お ける 諸 課 題 の うち 、 対応 る ! 向け ファ ンド 業務 (届出 制 ) 
@ 海外 の 投資 運用 業者 等 の 受入 、 投資 運用 業者 i 対応 ① 
WE + 上 (海外 当局 の 許認可 等 ) ! 届出 制 ) | 
れ に 係る 制度 整備 | | と し て 海外 の 資金 を 運用 する 
N 7 ド i ファ ンド 3 届 ( 注 2 
信 外国 法人 顧客 情報 に 関す る い マー (1)5 年 程度 と 
わ ゆ る 銀 証 フ ワ ファイアー ウォ ー ル (2 要件 を 満た す 場合 は 国内 業者 も 対象 











規制 (情報 授受 規制 ) の 緩和 (2) 外国 の 法人 腺 客 に 関す る 銀 証 フ ァ イ アー ウォ ー ル 規制 の 緩和 ( 府 令 事 項 ) 
に 関す る 検討 の 結果 を 取り まとめ た 現状 対応 
も の で す 。 金融 グル レー プ 内 で の 腺 容 情報 の 共有 に 際 し 願 客 同意 が 外国 の 法人 顧客 情報 に つい て 、 内 外 金 融 機関 の 競争 条件 
必要 。 の イコ ー ル フッ ティ ング 確保 の 観点 か ら 、 同 意 不 要 と する 。 


2. 海外 の 投資 運用 業者 等 の 受入 れ に 係る 制度 整備 
( 1 ) 現行 制度 の 概要 と 課題 
現行 、 海 外 の プロ 投資 家 を 顧客 と する 投資 運用 業者 で あっ て も 、 日 本 で 投資 運用 業 を 行う に は 原則 と し て 
金融 商品 取引 法 上 の 「 登 録 」 が 必要 と な り 、 海 外 で 業務 実績 が ある 場合 で も 、 登 録 手続 に は 一 定 の 時 間 を 要 
陸 ま 99ss 
この 現行 制度 に つい て は 、 海 外 の 投資 運用 業者 等 の 受入 れ に 関し 、 
@ 主として 海外 の 資金 を 運用 する 海外 事業 者 を 必ず し も 想定 し て いな い 
@ 海外 の 資金 の み を 運用 する 海外 事業 者 に つい て 、 参入 時 や その 後 の 監督 に お いて 、 海 外 で の 業務 
実績 や 現に 海外 当局 に よる 監督 等 を 受け て いる こと が 勘案 され て いな い 
等 の 課題 が 指摘 され て いま す 。 
※ 令 和 2 年 12 月 23 日 公表 、「 金 融 審議 会 「 市 場 制 度 ア ソー キン グ ・ グ ルー プ 」 第 一 次 報告 の 公表 に つい て 」 : 
https://www.fsa.go.jp/singi/singi kinyu/tosin/20201223.html 



























































































































































(2 ) 制度 整備 
こう し た 課題 を 踏ま え 、 

































































に 係る 提言 






















































































































































































① 主として 海外 の プロ 投資 家 (外国 法人 や 一 定 の 資産 を 保有 する 外国 居住 の 個人 ) を 顧客 と する ファ ン 
ド の 投資 運用 業者 
② 海外 に お いて 当局 に よる 許認可 等 を 受け 、 海 外 の 顧客 資金 の 運用 実績 が あり 、 海 外 の 資金 の み を 運用 
する 投資 運用 業者 
に つい て 、 簡素 な 手続 に よる 参入 を 認め る こと を 提言 し て いま す 。 
具体 的 に は 、① に つい て は 、 外 国法 人 や 定 の 資産 を 保有 する 外 還 居住 の 個人 を 主 な 顧客 と する ファ ンド 
運用 業 の 新た な 類型 を 届出 制 の 下 で 恒久 的 に 設け る こと が 適当 で ある と し て いま す 。② に つい て は 、 海 外 で 
一 定 の 業務 実績 が あり 、 一 定 の 海外 当局 に よる 許 認 Ge け て いる こと を 勘案 し た 上 で 、 一 定期 間 、 届 出 
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こよ り 引 き 続 き 日 本 











内 で 業務 を 行え る よう 特例 を 
3. 外国 法人 顧客 情報 に 関す る いわ ゆる 銀 証 ファ イ 7 











設け る こと が 適当 で ある と し て いま す 。 
ー ウ ォ ー ル 規制 (情報 授受 規制 ) の 緩和 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































CN いわ ゆる ファ イア ー ウ ォ ー ル 規制 に つい て 
いわ ゆる 銀 証 フラ ファイアー 
ウォ ー ル 規制 は 、 同 一 金融 グ 内 容 : フ ァ イ ア ー ウ ォ ー ル 規制 は 、 同 一 金融 グル ー プ 内 の 「 銀 行 」「 証 券 会 社 」 間 に お いて 、 顧 客 か ら の 同意 
ルー プ 内 の 「 銀 行 」 ・「 証 券 の な い 、 顧 客 の 非 公開 情報 の 共有 禁止 等 か ら な る も の 。 
会 社 | 間 に お いて 、 顧 客 の 趣旨 : 本 規制 は 、 同 一 金融 グル ー プ 内 に お いて 、 銀 行 業 ・ 証 券 業 を 営む こと が 可能 と な っ た 際 (1993 年 ) に 、 
A a ① 証 券 会 社 間 の 公正 な 競争 の 確保 (グル ー プ 銀行 の 優越 的 地位 を 藩 用 し た 営業 の 茜 止 等)、② 利 益 相 
0 反 取引 の 防止 、3 顧 客 情報 の 適切 な 保護 等 を 確保 する た め に 設け られ た も の 。 そ の 後 、2008 年 の 法 改 
共有 する こと の 禁止 等 か ら な 正 に よる 抜本 的 な 見 直し な ど 、 数 次 に わた り 規 制 の 見 直し を 行っ て き て いる 。 
る 規制 で す 。 現行 、 | 金 呈 
クル ーー が の [銀行 」 a ぐ 証 券 会 社 の 願 客 サー ビス と 情報 共有 (イメ ー ジ ) > 
券 会 社 ]」 間 で 顧客 に 関す る 非 ー 
公開 情報 等 を 共有 する 場合 、 ,--- a 1 | 2 人吉 グル ー プ | 
原則 と し て 、 書 下 に よる 事前 | Leee 行 @eeeii | こう | | TT 
の 同意 取得 が 必要 と され て い | 還 還 叶 | = | 
放す 。 し ーー 』 、 月 ls 
列 究 (は 本 邦 金 計 機関 が 、 情報 共有 に 顧客 同意 が 必要 | 情報 共有 に 顧客 同意 が 必要 
クロ スポ ボー ダーM&A 等 の 案 自国 に な い 規制 ( 科 ) に より 、 
件 を 進め ン た め (= 年 クレ 新た な 負担 の 発生 
プ 内 で 非 公開 情報 等 を 共有 し | 
の 6 原則 腺 串 瑞 ( 人 8 
書 こよ る に 前 の に 意 取得 が ( 注 ) 個 人 顧客 情報 の 共有 に つい て は 、 海 外 に お いて も 事前 同意 等 の 規制 が 存在 。 
必要 2 る と ろ 、 
@ 情報 授受 規制 が 存在 し な い 国 で は 現地 企業 か ら の 同意 書 の 取得 に 難航 し 、 情 報 授受 規制 の 適用 を 受け 
な い 海 外 金 融 機 関 と の 間 で 競争 上 不利 と な っ て いる 
@ 企業 が 本 邦 金 融 機関 か ら 銀 証 一 体 と な っ た 提案 を 受け る 機会 が 制約 され て いる 
と いっ た 指摘 が な され て いま す 。 
(2 ) 制度 整備 に 係る 提言 
こう し た 指摘 に 対し て 、 外 国法 人 顧客 に 係る 情報 授受 規制 に つい て は 、 
@ 海外 に お ける 規制 と の 同等 性 や 海外 金融 機関 と の 国際 競争 力 強 化 の 観点 か ら 、 緩 和 の 方 向 で の 検討 が 
望ま し い 
@ 諸 外 国 に お ける 利益 相反 管理 等 の 顧客 保護 に 係る 取組 み が 進展 し て いる 中 、 当 該 顧客 が 経済 活動 を 行 
う 国 に お ける 規制 に 本 邦 規 制 を 上 乗せ し て 課す 必要 性 は 高く な い 
と いっ た 意見 が み ら れ まし た 。 こ うし た 意見 を 踏ま え 、 外 国法 人 顧客 に 係る 非 公開 情報 等 に つい て 、 情 報 授 
受 規 制 の 対象 か ら 除 外す る こと が 適当 で ある と 提言 し て いま す 。 


4 . 今後 の 対応 
金融 庁 は 
いて は 、 信 和 3 年 通常 











、 今 後 、 本 報告 に 太 さ れ た 方 向 性 を 踏ま え 、 海 外 の 投 3 


国会 





に 必要 な 法律 案 を 提出 














な 内 閣府 令 の 改正 に 向 
また 、 当 ワー キン グ 
残さ れ た 計 

















ナ けた 作業 を 進め る な ど 、 


・ グ ルー プ で は 、 成 長 資 金 
題 に つい て 、 引 き 続 き 検 討 を 進め て まい り ま す 。 











適 

















運用 業者 等 の 受入 れ に 係る 制度 整備 に つ 
関す る 情報 授受 規制 に つい て は 、 必 要 
た 作業 を 進め て まい り ま す 。 






































し 、 外 国法 人 顧客 に 
切な 制度 整備 に 向け 































































































供給 の あり 方 、 及 び 











国内 顧客 に 関す る 情報 授受 規制 な どの 
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市 場 へ の メッ セー ジ ( 令 和 3 年 2 月 24 日 ) 




















証券 取引 等 監視 委員 会 (以下 「 証 券 監視 要 ] と いい ま 
す 。) は 、 勧 告 事案 等 に 関す る 解説 記事 を 「 市 場 へ の 
2 ん セー ン | と ( 証 券 四 梓 要 ウ の ョ クッ リ 1 及 二 て 
8 の Ui 

ここ で は 、 信 和 3 年 2 月 24 日 に 掲載 し た 「 市 場 へ の 
2 クセ ピーン 上 の 寺 放 内 午 つ 00G で こ 作 し まま 9 


※「 市 場 へ の メッ セー ジ | の 全文 に つい て は 、 証 券 監視 
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0 "for investors, with investors" 


参考 URL : 
https://www.fsa.go.jp/sesc/message/20210224-1.htm 





朝日 放送 株 式 会 社 社員 に よる 重要 事実 に 係る 伝達 行為 及び 同人 か ら 伝 達 を 受け た 者 に よる 
内 部 者 取引 に 対す る 課徴 金 納付 命令 の 勧告 に つい て 


株 式 会 社 デ ィ ー・ エ ル ・ イ ー と の 契約 締結 交渉 者 の 従業 者 に よる 内 部 者 取引 及び 重要 事実 
MO 
の 勧告 に つい て 


















































【 事 案 の 概要 】 





証券 四 視 委 は 、 取 引 調査 の 結果 に 基づい て 、 令 和 3 年 1 月 15 日 、 課 徴 金 納付 命令 勧告 を 行い まし た ※。 


本 件 は 、 課 徴 金 納付 命令 対象 者 (以下 「 対 象 者 | と いい ます 。) 2 名 が 、 朝 日 放送 株 式 会 社 ※ (以下 
「 朝 日 放送 ]」 と いい ます 。) 株 式 及 び 株 式 会 社 デ ィ ー・ エ ル ・ イ ー (以下 「DLE」 と いい ます 。) 株 式 

















の 2 銘柄 に つい て 、 イ ン サ イダ ー 取 引 規制 違反 及び 情報 伝達 規制 違反 を 行っ た も の で す 。 



































※ 朝日 放送 は 、 平 成 30 年 4 月 、 朝 日 放送 グル ー プ ホー ルディ ング ス 株 式 会 社 に 商号 変更 し て いま す 。 











以下 、 商 号 変更 後 の 同 社 を 「 朝 日 放送 GHD] と いい ます 。 


朝日 放送 株 式 に つい て 

















対象 者 (1 ) は 、 朝 日 放送 の 社員 で し た が 、 そ の 職務 に 関し 、 朝 日 放送 の 業務 執行 を 決定 する 機関 が 、 


会 社 の 分 割 を 行う こと に つい て の 決定 を し た 旨 の 重要 事実 (重要 事実 1) を 知り まし た 。 対 象 者 (1 ) 
は 、 そ の 重要 事実 が 公表 され る 前 に 、 対 象 者 (2 ) に 対し 、 同 人 に 利益 を 得 さ せる 目的 を も っ て 、 そ の 






































重要 事実 を 伝達 し た も の で す (情報 伝達 規制 違反 : 違反 行為 事実 A) 。 
































対象 者 (2 ) は 、 対 象 者 (1 ) か ら 上 記 重 要 事 実 の 伝達 を 受け な が ら 、 そ の 重要 事実 が 公表 され る 前 
に 、 自 己 の 計算 に お いて 、 朝 日 放送 株 式 を 買い 付け た も の で す (イン サイ ダー 取引 規制 違反 : 違反 行為 












































事実 D) 。 


思 株 蘭 呈 つい で 





対象 者 (1 ) は 、 朝 日 放送 GHD が 、DLE と の 間 で 行っ て いた 資本 業務 提携 契約 の 締結 の 交渉 業務 に 
事 し て いた 者 で す が 、 上 記 契 約 の 締結 の 交渉 に 関し 、DLE の 業務 執行 を 決定 する 機関 が 、DLE の 発行 す 




















lH 




















従 


る 株 式 を 引き 受け る 者 の 募集 を 行う こと に つい て の 決定 (重要 事実 2) 及び 朝日 放送 GHD と 業務 

















※ 令 和 3 年 1 月 15 日 公表 、「 朝 日 放送 株 式 会 社 社員 に よる 重要 事実 に 係る 伝達 行為 及び 同人 か ら 伝達 を 
者 に よる 内 部 者 取引 に 対す る 課徴 金 納付 命令 の 勧告 に つい て 









































受け た 











株 式 会 社 デ ィ ー・ エ ル ・ イ ー と の 契約 締結 交渉 者 の 従業 者 に よる 内 部 者 取引 及び 重要 事実 に 係る 伝達 行為 











z び に 








同人 か ら 伝 達 を 受け た 者 に よる 内 部 者 取引 に 対す る 課徴 金 納付 命令 の 勧告 に つい て 」 : 
https://www.fsa.go.jp/sesc/news/c_2021/2021/20210115-1.htm 











上 の 提携 を 行う こと に つい て の 決定 (重要 事実 3) を し た 旨 の 各 重 要 事 実 を 知り な が ら 、 上 記 各 重要 事 





実 が 公表 され る 前 に 、 自 己 の 計算 ! 
反 : 違反 行為 事実 B) 。 








こ お い て 、DLE 株 式 を 買い 付け た も の で す (イン サイ ダー 取引 規制 違 


さら に 、 対 象 者 (1 ) は 、 上 記 重 要 事 実 2 に つい て 、 そ の 重要 事実 が 公表 され る 前 に 、 対 象 者 (2 ) 


に 対し 、 同 人 に 利益 を 得 さ せる 目的 を も っ て 、 そ の 重要 事実 を 伝達 し た も の で す ( 情 示 


違反 行為 事実 C) 。 


























伝達 規制 違 


必 : 


対象 者 (2 ) は 、 対 象 者 (1 ) か ら 上 記 重 要 事 実 2 の 伝達 を 受け な が ら 、 そ の 重要 事実 が 公表 され る 


前 に 、 自 己 の 計算 に お いて 、DLE 株 式 を 買い 付け た も の で す (イン サイ ダー 取引 規制 違反 : 違反 行為 


実 E) 。 














| 発行 体 の | 













































= 
= 
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朝日 放送 朝日 放送 GHD 第 三 者 割当 に よる 新 DLE 
( 東 1 :9405) ( 東 1:9405) 株 式 発行 ( 東 1 : 3686〉 
本 社 : 大 阪 市 福島 区 本 社 : 大 阪 市 福島 区 本 社 : 東京 都 千代 田 区 
事業 : 放送 事業 事業 : 放 送 事 業 会 社 等 の 持株 会 社 事業 : ア ニ メ 等 著作 権 事業 等 
業務 上 の 提携 
[一 会 き さき | 
EE FAR CT 令 和 元 年 5 月 10 日 午後 3 時 a5 分 大 
a (EDINET) 
重要 可 実 2: 第 三 者 割当 に よる 新株 式 発行 
【 株 価 推移 】 重要 事実 3: 業務 上 の 提携 
H29.2.8 ( 水 ) 749 円 
H29.2.9 ( 木 ) 772 円 (+23 円 ) 【 株 価 推移 】 
H29.2.10( 金 ) 778 円 (+ 6 円 ) 生 馬 と 1 2 
の めこ 株 ま 二 は Ri.5-13 (月 ) 204 円 (+50 円 ) 
mse 。 う 衣 半 組 き 知っ た 伴う 資本 業務 8 
i 時 携 天 欠 
0 た si の pi RI1.5.14 ( 火 ) 189 円 (人 15 円 ) 
ンー ¢ 
4 
N_ プ 
‘Ey 者 
社員 課徴 金 綱 付 命令 対象 者 1) 
課 敬 金 納付 命令 対象 者 1) DLE 株 式 の 内 部 考 取 引 に 係る 
【 重 要 事 実 1 の 伝達 に 側 る で ーー TE 
要 事 実 2 の 伝達 に 係る 
し kox) 課 設 全 額 149 万 円 】 
A 
第 一 次 情報 受付 者 
課 和敬 金 納付 命令 対象 者 (〈② 
【 朝 日 放送 株 式 の 内 部 者 取引 ll に 係る 課 敬 金額 6 万 円 】 
【DLE 株 式 の 内 部 者 取引 に 係る 課 残金 額 299 万 円 】 
買付け 買付け 。 買付け 
(違反 行為 事実 D) (違反 行為 吉 実 ) (違反 行為 事実 
知人 名 義 の 口座 知人 名 義 の 口座 
平成 29 年 2 月 8 日 午後 1 時 13 分 頃 平成 31 年 4 月 25 日 一 令 和 元 年 5 月 9 日 平成 31 年 4 月 25 日 一 令 和 元 年 5 月 9 日 
及び 午後 1 時 18 分 頃 DLE 和 株式 I D LE 析 式 
朝日 放送 株 式 貫 付 株 数 : 21500 株 I 買 付 株 数 : 21500 株 
に : 2 貫 付 価 埋 : 290 万 795 円 1 買 付 価額 : 290 万 795 円 
綱 付 価額 : (平均 単価 : 134 円 ) (平均 単価 : 13 
(平均 早 価 : 748 円 ) I 的 単 休 3) 
ンーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー に 


きき 
SC 


ンーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー… 


【 証 券 監 視 要 か ら の メッ セー ジ 】 
本 件 は 、 職 務 上 、 上 場 企業 の 内 部 情報 を 知る こと が で きた 対象 者 が 、 そ の 立場 を 悪用 し 、 知 人 と 
首 名 口座 を 使い 、 複 数 回 に わた っ て 取引 を 行っ た 非常 に 悪質 な イン サイ ダー 取引 規制 違反 


イン サイ ダー 取引 等 の 法令 違反 は 後 を 絶ち ませ ん が 、 取 引 規 模 が 小さ く て も 、 未 公表 の 重要 事実 
を 知り な が ら 取 引 を 行え ば 違反 行為 の 対象 と な り ま す 。 他人 名 義 で の 取引 や 、 わ ず か な 金額 で の 取 
引 で あれ ば 発覚 し な い だ ろ うと いっ た 甘い 考え は 通用 し ませ ん 。 証券 監視 要 は 、 常 に 取引 を 監視 し 
て お り 、 証 券 市 場 の 公正 性 ・ 健 全 性 を 損なう 不 公正 取引 に 対し て は 、 厳 正 な 調査 を 実施 し 、 法 令 違 
反 が 認め られ た 場合 に は 、 課 微 金 勧告 や 刑事 告発 を 行っ て いま す 。 


お 知ら せ 
金融 庁 の 改革 に つい て 





























金融 庁 で は 、 平 成 30 年 7 月 に 「 金 融 庁 の 改革 に つい て 国民 の た め 、 国 益 の た め に 絶え ず 自 己 変 革 で きる 組 
織 ヘ ー」 を 公表 し 、 継 続 的 に 改革 に 取り 組ん で いま す 。 本稿 で は 、 最 近 の 主 な 取組 み を ご 紹介 し ます 。 






















































































e 金融 を ※※ る 環境 が 変化 し 、 国 民 の ニー ズ も 多様 化す : OO  ) 
る 中 、 コ ロナ 対策 を 着実 に 遂行 し 、 コ ロナ 後 の 国際 : レー で ネン トカ aoog 














的 な 成長 競争 を 勝ち 抜い て いく た め に は 、 金 融 行政 : 

の 質 を 高め て いく 必要 が あり ます 。 こ の た め 、 多 様 : 較 = 
な バッ ク グ ラウ ンド を 持つ 職員 が 自ら の 強み を 存 分 : a 革 課室 内 の ンク 
に 発揮 し つつ 業務 に 主体 的 に 取り 組む と と も に 、 こ | 幹部 ダイ アロ グループ p オ ン ラ イン 会 




























































































うし た 取組 み が 有 機 的 に 結び つき 国益 に つなが る 成 : 」 職員 の | 本 
果 を 上 げ ら れる よう 、 組 織 と し て し っ か り と 後押し : 、 自主 性 ・ 主 体 性 | 者 AN、BYOD | 新しい 働き 方 
し で いく < ミミ と が 重要 で : 、 政 策 オ ー プ ン 人 材 育成 RN ジジ 
へ 、 ラ ボ (専門 分 野 ご と の xc 了 
@ 具体 的 に は 、 課室 で の ヨコ | き 品 三 爺 一久 ン の 活性 化 : FPPPLLLLLFL ロ a nn rr 














や 、 参 加 の 機会 の 拡大 な どの 職員 に よる 主体 的 な 取組 み を 支え る 環境 整備 を 進め て いま す 。 さ ら に 、 一 層 の 
マネ ジメント を 意識 し た 組織 運営 を 行う ほか 、 コ ロナ 対応 を 契機 と し た 新しい 働き 方 を 確立 させ て いき ます 。 
く 主 な 取組 み 例 > 


| 課室 内 の グル ー プ 化 | 

: @ 若手 職員 を 中 心 と し た 人 材 の 育成 ・ 活 用 や 、 組 織 の 活性 化 を 図る 観点 か ら 、 各 課室 の 中 で 5 一 10 名 程度 の 

「 グ ルー プ 」 を 編成 し 、 職 員 が 「 自 分 の 仕事 を 誰 に も 見 られ て いな い 」 と 感じ る こと な く 、 か つ 、 双 方 向 
の 活発 な コミ ュ ニ ケー ショ ン が 図ら れる 環境 を 整備 する と と も に 、 職 員 同士 が お 互い に 支え 合え る 体制 を 

: 構築 (仕事 の や り 方 を 、 係 単位 か ら グ ルー プ 単 位 へ ) 

| タウン ミー ティ ング 、 幹 部 ダイ アロ グ 

: $ 職員 と 幹部 職員 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン 機 会 の 増加 等 を 図る も の 

| | 

: る 専門 分 野 ご と の 人 材 育成 と し て 、 育 成 担当 者 の 明確 化 、 育 成 プラ ン 策 定 、 人 材 デ ー タ ベー ス の 策定 ・ 人 材 

: 情報 の 共有 範囲 拡大 な ど を 実施 し た ほか 、 研 修 と 人 事 配置 の 連携 強化 を 進め た 

| 政策 オー プン ラボ 


















































































































































































































































































































































: る 新た な 発想 や アイ デア を 積極 的 に 取り 入れ 、 新 規 性 ・ 独 自 性 の ある 政策 立案 へ 繋げ る た め の 職 員 に よる 自 
主 的 な 政策 提案 の 枠組 み 
































:| マネ ジメント 方 針 ・ 考 え 方 、 職 員 満 足 度 調査 、360 度 評価 
: を これ まで 以上 に マネ ジメント を 意識 し た 組織 運営 を 行う た め 、 韓 部 ・ 課 室長 が マネ ジメント の 方 針 ・ 考 え 
: 方 を 部 下 職員 と 共有 し 、 そ の 状況 を 事後 的 に 検証 (職員 満足 度 調査 や 360 度 評価 ) 
; FsaTube (内 部 向け 動画 集 ) 
; る を コロ ナ 褐 に お いて 職員 間 の コミ ュ ニ ケー ショ ン が 減っ て いる な か 、 動 画 を きっ か け と し て 気軽 に 情報 共有 
: や 能力 向上 を 図る こと が で きる よう 、 庁 内 ポー タル サイ ト に FsaTube を 開設 
(掲載 例 ) 
: ソ 課室 の 業務 紹介 ソ 幹部 職員 に よる 講話 
: ソ 業務 に 関す る アン ケー ト 調 査 結果 ソ 各種 研修 ビデ オ 等 
| 新 LAN ( 庁 内 ポー タル サイ ト ) 、BYOD| 
: @ 昨年 1 月 か ら 新 し い LAN を 稼働 させ 、 新 た な テレ ワー ク の 機能 や コミ ュ ニ ケー ショ ン 活 性 化 の た め の 機能 : 
: 等 を 導入 し 、 ま た 軽量 パソ コン へ の 置換 の 加速 化 や 、 本 年 3 月 か ら BYOD (Bring Your Own Device) の 導 : 
入 を 進め る な ど 、 働 き 方 改革 や ペー パー レス 化 を は じ め と する 業務 効率 化 を 推進 


LLPLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLLILLLLILILIILI ロ 








































































































































































































お 知ら せ 


銀行 を ご 利用 の お 客 様 へ 
ー 新 型 コ ロナ ウイ ルズ ス の 感染 を 防ぐ た め の お 願い - 


銀行 を ご 利用 の お 客 さ ま へ ヘ へ 


ー 新型 コロ ナウ イル ス の 感染 を 防ぐ た め に 一 


銀行 は 、 お 振込 みや 現金 の お 引出 し 、 お 借入 れ 、 実 偶 無 利子 ・ 無 担保 区 資 の ご 利用 な ど に 関す る ご 相談 ・ ご 支援 な ど 、 
生活 の 維持 や 事業 の 継続 に 不可 欠 な 金融 サー ビス の 提供 を 継続 し て まい り ま す 。 
今後 も 、 お 客 さ ま の 安全 と 健康 を 守る た め 、「3 つ の 密 」 を 避け る な どの 各種 取組 み を 行っ て まい り ま す が 、 
お 客 さ ま に は 、 良 行 を 安全 な 場所 と し て 安心 し て ご 利用 いた だ く た め 、 
引き 続き 以下 の 点 に つい て の ご 理解 と ご 協力 を お 願い いた し ます 。 


01 ご 来店 時 の 感染 を 避け る た め の お 願い 
ソー シャ ルディ スタ ンス の 確保 マス ク 着 用 ・ ご 来店 前 の 体調 確認 


ft 品 ノ ジ 


温 雑 状況 に より 、 入 店 を お 待 奴 いた だ く 場合 が ご ざい ます 。 体調 不良 時 の お 急 き の お 手続 き ぎ な ど に つい て は 、 和 各紙 行 に ご 相談 くだ さい , 
02 混雑 を 避け る た め の お 願い 


① お 急ぎ で な い 場 合 は 、 温 雑 予想 日 を 避け た 3 月 の 混雑 予想 日 mm roan:awsresnsa 
ご 来店 を ご 検討 くだ さい 。 


② イン ター ネッ トバ ン キ ング や コー ル セ ン ター、 
ATM な ど 、 窟 口 以 外 の サー ビス も 
ご 活用 くだ さい 。 


税金 や 公共 料金 の お 支払 いも 
ATM や イン ター ネッ トバ ン キ ング な どの 
ご 利用 (ペイ ジー) が 便利 で す 。 


到 十 日 ( 其 月 日 、10 日 、15 日 、20 日 、25 日 ) 月 初 ・ 月 日 む ど は 雇 間 地引 さ れ ま す 。 (20212 月 や) 


通常 通り お 取扱 いし て いる お 取引 例 混雑 を 避け た ご 利用 を ご 検討 いた だ きた い お 取 引 例 


導通 預金 の | | 振込 口座 の 。 | 福 基 務 金 の | きま 更 語 
人 入金 ・ 出 金 な どの 解約 開設 ・ 解 約 預入 各種 証明 書 
通帳 <・ カ ー ド の 
再発 行 / 融資 の 相談 ウレ 2 ンー gg 
磁気 不良 な ど 


を 才 取 引 の 販 灯 い に つい て は 、 各 掴 衝 に お 間 い 合わ せい た だ く か 、 各 角 衝 の ウェ プ ブサ イ ト で ご 確認 くだ さい 。 ※ 儲 列 の ご 事情 が あぁ る 場 人 は 名 哲 条 に ご 相 講 くだ さい 。 


Financial Services Agency 





先月 の 金融 庁 の 主 な 取組 み 時 
(2021 年 2 月 1 日 2 月 26 日 ) 議員 

















企業 会 計 審議 会 第 49 回 監査 部 会 を 開催 (2 月 4 日 ) 
緊急 事態 宣言 の 延長 等 を 踏ま えた 資金 繰り 支援 等 に つい て 金融 機関 に 要 H 5 日 ) 
第 45 金融 審議 会 総会 ・ 第 33 回 金融 分 科 会 合同 会 合議 事 次 第 を 開催 (2 月 8 日 ) 
M 
『 




































































































































































第 2 サス テ ナ ブ ルフ ァ イ ナ ンス 有識者 会 議 ] を 開催 (2 月 10 日 ) 

第 24 以 ま ュ ワ ー ド シッ フ プ ・ コ ー ド 下り コー お ボレー トド が パナ ンス ・ コ ヨー ド の フォ 昌一 アッ ラプ 会 議 ] を 

開催 (2 月 15 日 ) 

東北 財務 局 が 令 和 3 年 福島 県 沖 を 震源 と する 地震 に よる 災害 に 対す る 金融 上 の 措置 に つい て 要請 (2 月 

15 日 ) 

園田 周 企業 開示 課 国 際 会 計 調 整 室長 兼 国際 

(IESBA) 次 期 議 長 選任 暫定 指名 委員 会 議 } 

第 9 回 「 決 済 高度 化 官民 推進 会 議 」 を 開催 
い 
也 



















































































































































































穴 証 券 規制 調 還 が 玉 際 会 計 土 倫理 基準 押 議会 
月 15 日 ) 















































































































































[記述 情 報 の 開示 の 好 事 例 集 2020] に つ H 16 日 ) 

第 2 回 金融 審議 会 | 最良 執行 の あり 方 等 関す る タス ク フ ォ ー ス 」 を 開催 (2 月 16 日 ) 

EE 談 室 | に お ける 相談 等 の 受付 状況 等 (期間 : 令 和 2 年 10 月 1 日 一 同年 12 月 

則 Y 還 

第 3 回 「 サ ステ ナブ ルフ ァ イ ナ ンス 有識者 会 議 」 を 開催 (2 月 18 日 ) 

第 6 回 金融 審議 会 「 市 場 制 度 ソ ー キ ング ・ グ ルー プ 」| を 開催 (2 月 18 日 ) 

[基礎 か ら 学 べ る 金融 ガイ ド 」 を 改訂 (2 月 19 日 ) 

企業 会 計 審 議会 会 長 及 び 委 員 を 任命 (2 月 22 日 ) 

第 10 回 [新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 を 踏ま えた 企業 決算 ・ 等 へ の 対応 に 係る 連絡 協議 会 | を 

開催 (2 月 24 日 ) 

EE ーーーーー お ける 大 規模 火災 に よる 災害 に 対す る 金融 上 の 措置 に つい て 要請 
2 月 25 日 

金融 機関 に お ける 貸付 条件 の 変更 等 の 状況 (2 月 19 日 、26 日 ) 

NISA・ ジ ュ ニ ア N IS A 品 座 の 利用 状況 に 関す る 調査 結果 (2 月 26 日 ) 

安定 的 な 資産 形成 に 向け た 金融 事業 者 の 取組 み 状況 ( 令 和 2 年 12 月 末 時 点 ) (2 月 26 日 ) 
[顧客 本 位 の 業務 運営 に 関す る 原則 |」 を 採択 し 、 取組 方 針 ・ 自 主 的 な KPI・ 共 通 KPI を 公表 し た 金融 

業者 の リス ト (2020 年 12 月 末 時 点 ) (2 月 26 日 ) 











































































































































































































































































































































































































































































































































twitter 情 報 発信 





・ Twitter 金融 庁 公 式 ア カウ ント 
https://twitter.com/fsa_JAPAN 





・ 金融 庁 NISA 特 設 サ イト 
https://www.fsa.qgo.]p/policy/nisa2/index.html 








編集 後記 

3 月 に な り 徐 々 に 春の 足音 が 近づい て 参り まし た 。 

先日 、 人 事 担 当 に 依頼 され 、 採 用 活動 に 参加 し た の で す が 、「 中 国 x 金 融 ] と いう テー マ で 就職 活動 の 学生 た 
ち に 話 を し て ほし い 、 と の こと 。 内 心 、「 そ ん な テー マ で 本 当 に 学生 は 集まる の か な ? 」 と 心配 し て いた の で す 
が 、 思 い の ほ か 多く の 学生 に オン ライ ン 形 式 で ご 参加 頂き 、 嬉 し い 和 驚き で し た 。 

今月 号 の アク セス FSA で も 、「 第 2 回 日 中 資本 市 場 フ ォ ー ラ ム の 開催 」 を 日 中 人 金融 協力 の 進展 と し て 取り 上 げ 
させ て 頂き まし た 。 ご 執筆 頂い た 国際 室 の 小西 君 に は 、 私 が 北京 に いる と きか ら 色 々 と お 世話 に な っ て お り 、 こ 


の 場 を 借り て 改め て 御礼 申し 上 げ ま す 。 

その 他 、「 金 融 庁 の 改革 に つい て 」 と の 題 で 、 組 織 戦略 管理 官 室 (HR 室 ) に 直近 の 組織 改革 の 取組 を 寄稿 頂き 
まし た 。 ブ ラッ ク な 震 が 関 と は 一 線 を 画す 当店 の 取組 を 、 就 職 活動 中 の 学生 も 本 稿 を 通し て 、 知 っ て いた だ けた 
ら と 密か に 期待 し て お り ま す 。 


金融 庁 広報 室長 境 吉 隆 
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